
 

 

平成２１年度税制改正要望（総括表） 
 

                           平成２０年８月 

                           内  閣  府 

 

１．地域再生の推進 

 ●地域再生事業の推進に係る税制上の特例措置（特定地域再生事業会社に

対する投資に係る所得控除）〔拡充〕 

 

２．防災対策の推進 

 ●三宅島噴火災害の長期避難指示による被災代替家屋等に係る軽減措置

（固定資産税の軽減）〔延長〕 

 ●新潟県中越地震災害による被災代替家屋に係る軽減措置（固定資産税等

の軽減）〔延長〕 

 ●地震防災対策用資産の取得に関する特例措置（所得税及び法人税の特別

償却、固定資産税の課税標準の特例措置）〔拡充・延長〕 

 ●住宅に係る耐震改修促進税制（所得税の税額控除制度）〔拡充・延長〕 

 

３．少子・高齢化対策の推進 

 ●子育て支援税制（事業所内託児施設に係る法人税の優遇措置（割増償却））

〔延長〕 

 ●三世代同居・近居に係る税制上の軽減措置（所得税及び固定資産税等の

特例措置）〔創設〕 

 

４．民間資金等活用事業（ＰＦＩ）の推進 

 ●ＰＦＩ法に基づき実施される公共施設等の整備等に係る非課税措置（固

定資産税等の非課税）〔創設〕 

 

５．その他 

 ●株式会社地域力再生機構が再生支援をした事業者が資産の評価替えを行

った場合の評価損の損金算入等（法人税）〔拡充〕 

 ●資産流動化に関する特定目的会社に係る課税特例の要件における機関投

資家に沖縄振興開発金融公庫を追加〔拡充〕 

●沖縄におけるガソリン税に係る軽減措置の継続（道路特定財源の一般財

源化に関連した税制改正に対応した所要の措置） 
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１．地域再生の推進 

 

 ●地域再生事業の推進に係る税制上の特例措置（地域再生税制）〔拡充〕 

 ＜税目＞（国税）所得税 

 

 

概要 

地域における雇用機会の創出その他地域再生に資する経済的社会的効果を及ぼす事

業（地域再生事業）に対する投資を促進し、「民間の力による地域再生」を進めるため、

現在、地域再生事業を行う株式会社であって内閣総理大臣の指定を受けたもの（特定

地域再生事業会社）に対する投資について、投資額控除等の税制上の特例措置を講じ

ているところである。 

平成２１年度要望においては、地域再生事業を促進するために必要な「志のある投

資」の誘導には、投資家への一層のインセンティブ付与が必要であることにかんがみ、

投資時点における税制上の特例措置の拡充を要望する。 

 

要望内容 

特定地域再生事業会社に対し行った投資について、その年中においては、以下のと

おり、所得控除（寄附金控除）の規定を適用できるものとし、これを現行の投資額控

除との選択制とするよう要望する。 

 

Ａ 投資額控除【現行】 

  特定地域再生事業会社への投資額をその年の他の株式譲渡益から控除 

 

Ｂ 所得控除（寄附金控除の規定を適用）【拡充要望】 

  （投資額－5,000 円）をその年の総所得金額等から控除 

   ※投資額の上限は、総所得金額等×40％と 1,000 万円のいずれか低い方 
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２．防災対策の推進 

 

●三宅島噴火災害の長期避難指示による被災代替家屋等に係る軽減措置〔延長〕 

＜税目＞（地方税）固定資産税 

 

概要 

平成 17 年２月１日に避難指示が解除された三宅島噴火災害の被災者の生活再建と

被災地の復興を支援するため、同災害により滅失・損壊した家屋及び償却資産に代わ

るものとして平成 21 年３月末までに取得等する家屋及び償却資産に係る固定資産税

を最初の４年間２分の１減額する措置について、取得等の期限を４年間延長する。 

 

要望内容 

三宅島噴火災害により滅失し、又は損壊した家屋、償却資産の所有者等が、当該被

災家屋等に代わる家屋等を取得等した場合、４年度分の固定資産税に限り、 

①家屋に係る固定資産税については、取得等された部分に係る税額の２分の１に相

当する額を減額する。 

②償却資産に係る固定資産税については、取得等された部分に対して課する固定資

産税の課税標準の価格を２分の 1の額とする。 

以上の措置についての取得等の期限を４年間延長する。 

＜内閣府、国土交通省共同要望＞ 

 

 

●新潟県中越地震災害による被災代替家屋に係る軽減措置〔延長〕 

＜税目＞（地方税）固定資産税、都市計画税 

 

概要 

平成16年10月23日に発生した新潟県中越地震災害の被災者の生活再建と被災地の 

復興を支援するため、同災害により滅失・損壊した家屋に代わるものとして平成 21

年３月末までに取得等する家屋に係る固定資産税及び都市計画税を最初の４年間２分

の１減額する措置について、取得等の期限を２年間延長する。 

 

要望内容 

新潟県中越地震災害により滅失し、又は損壊した家屋の所有者等が、当該被災家屋

に代わる家屋を取得等した場合、家屋に係る４年度分の固定資産税、都市計画税に限

り、取得等された部分に係る税額の２分の 1 に相当する額を減額する措置について、

取得等の期限を２年間延長する。 

＜内閣府、農林水産省、経済産業省、国土交通省共同要望＞ 
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 ●地震防災対策用資産の取得に関する特例措置〔拡充・延長〕 

 ＜税目＞（国 税）所得税、法人税 

     （地方税）固定資産税 

 

概要 

 行政だけでなく、個人事業者、企業、地域住民等を巻き込んだ総合的な地震防災対

策を推進するため、東海地震に係る地震防災対策強化地域、東南海・南海地震及び日

本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策推進地域において、不特定多数

の者が利用する施設や危険物施設の管理者等が地震防災対策用資産※を取得した場合

における、①所得税、法人税の特別償却制度（取得価格の 100 分の８）の対象資産を

拡充し２年間延長するとともに、②固定資産税の課税標準に関する特例措置（５年間、

課税標準４分の３）の対象資産を拡充する。 

 

※ 地震防災対策用資産（現行） 

 動力消防ポンプ、移動式消火設備、濾水機、感震装置及び緊急遮断装置、 

携帯発電機及び照明器具、防災用井戸 

 

 

要望内容 

 緊急地震速報の受配信に係る設備・機器等を対象資産として拡充する（所得税、法

人税、固定資産税）とともに、特別償却制度を２年間延長（平成 21 年４月１日から平

成 23 年３月 31 日まで）する（所得税、法人税）。 

 

＜内閣府、厚生労働省、国土交通省共同要望＞ 
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●住宅に係る耐震改修促進税制（所得税の税額控除制度）〔拡充・延長〕 

＜税目＞（国 税）所得税 

 

概要 

個人が、昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築された住宅（現行の耐震基準に適合しない

ものに限る）の耐震改修工事を行った場合、当該耐震改修工事に要した費用の一定額

を当該年度の所得税額から控除する。 

 

要望内容 

 住宅に係る耐震改修促進税制の延長及び拡充を措置することを要望する。 

 

 

 

＜内閣府、国土交通省共同要望＞ 
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３．少子・高齢化対策の推進 

 

 ●子育て支援税制（事業所内託児施設に係る法人税の優遇措置（割増償却））［延長］ 

 ＜税目＞（国 税）法人税 

     （地方税）法人住民税、法人事業税 

 

概要 

平成１９年１２月の「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（以下「重点戦略」

という。）において、結婚や出産、子育てに関する国民の希望を実現するため、 

①働き方の見直しによる「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」の実現 

②多様な働き方に対応した保育サービス等の子育て支援策の再構築 

を「車の両輪」として推進していく必要があるとされたところである。 

また、この重点戦略を踏まえ、平成 20 年２月に、保育所等の待機児童解消をはじめ

とする保育施策を質・量ともに充実・強化し、推進するための「新待機児童ゼロ作戦」

をとりまとめ、１０年後の目標として、保育サービスの利用児童数１００万人増を図

るため、保育所、家庭的保育などのほか、事業所内託児施設に対する支援の充実を図

る等の取組を推進していくこととしている。 

このため、保育サービスの受け皿の一つである事業所内託児施設の設置促進を図っ

ているところであり、事業所内託児施設の設置に係る法人税の割増償却の特例措置に

ついて、延長を要望するものである。 

 

 

要望内容 

事業所内託児施設に係る法人税の優遇措置（割増償却）の延長 

 

【事業所内託児施設に係る優遇措置の内容】 

   一定の要件の下、法人が事業所内託児施設を新設した場合、当該施設及びこ

れと同時に設置する一体の器具備品について、5 年間 20％（中小事業主にあっ

ては 30％）の割増償却ができるもの 

   ○対象法人：次世代育成支援対策推進法の規定に基づく一般事業主行動計画

を策定し、同計画に託児施設の設置及び運営に関する取組方針

を明記していること等一定の要件を満たす法人 

   ○事業所内託児施設の主な要件 

    ・場  所：法人の事業所の敷地内又は当該法人の雇用する労働者の通常

の勤務地の経路に設置されているもの 

    ・利 用 者：２分の１以上が事業主の雇用する労働者であること 

・定  員：乳幼児が１０人以上（中小企業にあっては６人以上）         

等 

＜内閣府、経済産業省、厚生労働省共同要望＞ 
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●三世代同居・近居に係る税制上の軽減措置〔創設〕 

 ＜税目＞（国 税）所得税 

     （地方税）個人住民税、不動産取得税、固定資産税 

 

概要 

高齢者や勤労世代の希望に応じた家族関係や地域とのつながり、子育て世代の子育

ての態様についての各人の希望を実現するため、三世代同居・近居に係る税制上の軽

減措置を創設する。 

 

 

要望内容 

 

○三世代同居・近居に資する住宅確保のための住宅関連税制の軽減措置 

 

  ①二世帯の同居・近居に伴う住宅用不動産の譲渡・買換え等の特例措置の拡充 

・二世帯が同居・近居するために住宅用不動産の譲渡又は買換えを行った場合に

所得税・個人住民税において、その損益に対する現行の特例措置が適用される

よう、適用要件の緩和を要望する。 

 

②二世帯住宅に係る税制上の軽減措置の創設 

・二世帯住宅を新築又は取得した場合、以下の税制について軽減措置を要望する。 

１．不動産取得税の軽減措置 

２．固定資産税の軽減措置 

 

 

＜内閣府、厚生労働省、国土交通省共同要望＞ 
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４．民間資金等活用事業（ＰＦＩ）の推進 

 

 ●ＰＦＩ法に基づき実施される公共施設等の整備等に係る非課税措置（固定資産税

等の非課税）〔創設〕 

 ＜税目＞（地方税）固定資産税、都市計画税、不動産取得税 

 

概要 

 サービス購入型・ＢＯＴ方式で行われるＰＦＩ事業のうち一定の施設について、選

定事業の用に供される資産に係る固定資産税、都市計画税、不動産取得税について、

現行の特例措置（課税標準を 1／2に減免）ではなく、各税を非課税とすること。 

 

要望内容 

１．平成 17 年度税制改正において、サービス購入型・ＢＯＴ方式で行われるＰＦＩ事

業に係る固定資産税等について、課税標準等を 1／2とする特例処置が創設された。 

２．従来型の公共事業及びＢＴＯ方式のＰＦＩ事業とＢＯＴ方式のＰＦＩ事業との間

で、公共が事業ごとに最も適した事業形態を採用し得るよう税のイコールフッティ

ングを図る必要がある。 

３．現行の特例措置の適用対象は公共代替性が強く民間競合の恐れのない施設に限定

されているため、こうした施設に対して固定資産税等の資産課税を「非課税」とし

ても、民間事業者との公平性という観点からは、特段の問題は生じないものと考え

る。 

 

（参考）現行のＰＦＩ事業者の税負担について 

ＰＦＩ  

税  制 

 ＢＯＴ ＢＴＯ 

従来型 

（国・地方公共団体） 

固定資産税（市町村税） 
課税 

特例措置あり
非課税 非課税 

都市計画税（市町村税） 
課税 

特例措置あり
非課税 非課税 

不動産取得税（道府県税） 
課税 

特例措置あり
非課税 非課税 
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５．その他 

 

●株式会社地域力再生機構が再生支援をした事業者が資産の評価替えを行った場合

の評価損の損金算入等〔拡充〕 

 ＜税目＞（国 税）法人税 

（地方税）法人住民税、法人事業税 

 

 

概要及び要望内容 

 迅速な企業再生を支援する観点から、民事再生等において債務免除が行われた際に、

資産売却による損の実現を待たずに評価損の損金算入ができるとともに期限切れ欠損

金の優先利用を認める税制措置が講じられているところであるが、地域力再生機構が

再生支援を行った際にもこれが適用されるよう要望する。 
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 ●資産流動化に関する特定目的会社に係る課税特例の要件における機関投資家に沖

縄振興開発金融公庫を追加〔拡充〕 

 ＜税目＞（国 税）法人税 

     （地方税）法人住民税、法人事業税 

 

概要及び要望内容 

 

 特定目的会社を利用した資産流動化スキームは、昨今の法制度等の整備や投資家の

投資ニーズと相まって、沖縄県においてもその活用が図られつつある。 

 こうした状況を踏まえ、沖縄振興のため、沖縄振興開発金融公庫においても、沖縄

の特殊事情を踏まえた政策金融機能を発揮する立場から、同スキームを活用しながら

資金供給に努めていく必要がある。 

 資産流動化スキームに係る特定目的会社については、一定の要件を満たす場合に支

払配当の損金算入が認められているが、その要件の一つとして、その発行した特定社

債が一定の機関投資家のみによって引き受けられたものであること等が規定されてい

る。 

 このため、この機関投資家の範囲に沖縄振興開発金融公庫を追加することを要望す

る。 

 
 
 
 ●沖縄におけるガソリン税（揮発油税・地方道路税）に係る軽減措置〔延長等〕 

 ＜税目＞（国 税）ガソリンに係る税（揮発油税・地方道路税） 

 

概要及び要望内容 

 

 沖縄の復帰に伴う特別措置法等に基づき、平成 24 年５月まで講じられている、沖縄

における揮発油に係る揮発油税及び地方道路税の軽減措置（１キロリットル当たり７

千円軽減）について、今後行われる道路特定財源の一般財源化に向けた議論等を踏ま

えた税制改正において、制度等の改正が行われた場合においても、現行の軽減措置を

継続するよう必要な措置を講じる。 

 

（参考）現行の沖縄のガソリン税の軽減措置について 
 

○全 国 

揮発油税率： 48,600 円/kℓ

地方道路税率： 5,200 円/kℓ

合計： 53,800 円/kℓ
 

○沖縄地区 

揮発油税率： 約 42,277 円/kℓ

地方道路税率： 約  4,523 円/kℓ

合計： 46,800 円/kℓ

 


